
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

情報通信国際戦略推進業
務庁費

政府開発援助情報通信国
際戦略推進業務庁費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

 以下①と②の理由により、合計７８百万円の増額が見込まれたが、そ
の他の会議等にかかる要求額を減額することにより、４5百万円の純
増に納めた。

①平成３０年度以降、以下の会議が継続的に開催されることとなったこ
とによる増額
　　・Ｇ２０デジタル大臣会合（３５百万円）

②平成３０年度限りの事情による増額
　　・ITU全権委員会議への出席（４年に一度開催）（３７百万円）
　　・APEC電気通信・情報通信大臣会合の開催（２百万円）
　　・ＩＴＵ理事会等　（４百万円）

30年度要求

0.6

70.4

0.1

132.3

25.4

事業番号 　 0125

ＩＴ戦略

29年度当初予算

0.6

44.8

0.1

113

25.5

184 229

26年度

45 47 48

年度

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- 333.3

3

10 12

6

200 -

7

-

- -

184 229

関係する計画、
通知等

達成度

-

29

-

年度

-

-

-

-

27年度

-

31 38 38

件

平成２９年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

182 167 184 184 229

141 128

執行率（％） 97% 84% 70%

平成１７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

情報通信分野における国際的な課題解決、連携強化を図るとともに、情報通信分野における我が国のリーダーシップの確保を図るため、各種国際会議に
積極的に参加するとともに、国際会議を主催し議論をリードする。特にH29年度は、ICTを活用した防災システム等、我が国のＩＣＴ技術を広く世界にアピール
することが必要である。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

177

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

184

単位

本施策は、国内外での会議開催のための経費、外国出
張に伴う通信費、資料作成に伴う経費の他、外国政府
要人の来日に際し必要な経費等、多岐にわたる支出の
ため、単位当たりコストを算出することは困難。

単位当たり
コスト

-

27年度

情報通信分野における各種国際会議への出席
・国際経済紛争の未然防止と政策面での連携強化を図るための2国間協議
・情報通信分野の国際連携強化のための多国間会議等
・国際機関が開催する情報通信分野のための国際会議

- -

182

- -

- -

政策協議等を通じて実現し
た相手国との協力覚書等
の締結等の件数

-

国際会議への対応 担当部局庁 国際戦略局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 国際政策課 課長　山碕　良志

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

30年度要求

予算
の状
況

167

平成29年度は、協力覚書
等を６件締結する。

実施方法

26年度

％

回

-

二国間での定期協議、政策協議、国際機関等における
会議への参画及び意見交換の実施状況。

-

29年度活動見込

- - -

活動実績

28年度

-

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第４条第１項第７２号及び９２号

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

回

計算式 -

-

26年度 27年度 28年度

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
目標値の設定根拠：平成29年度５月時点で予定されている政策対話の回数等

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

97% 84% 70%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

38

-

-



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

施策 ６：ICT分野における国際戦略の推進

政策 V.情報通信（ICT政策）

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

29 年度 年度

中間目標

実績値 回 45

単位

二国間での定期協議、政策協議、国際機関等における
会議への参画及び意見交換の実施状況。

ICT分野に関する協力強化について合意した途上国と
の案件数

実績値 件

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

高級実務者レベルによる二国間会合の開催や各種国際会議等への出席を通じて、情報通信分野における国際的な課題解決、連携強化を図ることに
より、我が国の方針に沿った国際的なルール作りが実現されることとなるため、円滑な情報流通等、我が国ICT企業の海外展開に寄与する。

29
定量的指標

47

事業所管部局による点検・改善

27 27

-

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

22 19 23 - -

目標値 件 27 27 -

-

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

予定されていた国際会議が開催されなかったこと、日本で開
催したAPECTEL54（第54回電気通信・情報作業部会）の開
催経費において、契約差金が発生したことによる。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

関
連
事
業

△

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

27年度 28年度

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

国際会議の開催、日本事務局の運営等の請負にあたって
は、事前に複数業者から見積りを取得し、コストの削減に努
めている。

平成28年度も各種国際会議等に出席。
また、我が国においてAPEC第54回電気通・情報作業部会を
開催し、APECの21の国・地域のうち、18の国・地域の情報通
信主管庁から150名ほどが参加し、セキュリティや４Ｋ・８Ｋ放
送、ICT開発、情報の自由な流通について議論した。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

各種国際会議の場で、我が国の政策や現状を広く主張し、
諸外国の理解を図ることは国益の確保に必要不可欠である
ことから、優先度の高い事業である。

価格と品質等の観点において、競争入札により最も優れた
提案者を選定していることから、単位当たりコストの水準は妥
当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

48 -

目標値 回

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

実施・請負先の選定においては、一般競争入札方式や総合
評価入札により透明性・競争性を確保しているが、一社応札
となった案件もあったことから、入札辞退者に対するヒアリン
グ等を実施し、次回以降、競争参加者の掘り起こし等改善を
図る。
少額随意契約の場合は複数業者から見積りを取得し、最も
優れた事業者を選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

実施案件については、項目毎の単価や必要性について精査
を行っている。

○

年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

38 38

評　価項　　目

各種国際会議の場で、我が国の政策や現状を広く主張し、
諸外国の理解を図ることは国益の確保に必要不可欠であ
る。

-38 38

我が国の政策の企画・立案や国際競争力の強化ならびに国
際的な動向との整合性の確保については、国が実施すべき
業務である。

○

○

-

事業番号 事業名所管府省名

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

点検結果

職員旅費
APECTEL54
事前業務（会場・ネットワーク環境等）

費　目

計 38.1 計 1.8

費　目 使　途

事後処理等（議事録・報告書）,その他 1.8

0.8

-

B.　個人
金　額

(百万円）

事
業
内

容
の

一
部
改

善

点
検
・
改
善
結
果

29

前渡金

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

同上 当日人件費

外国出張旅費

7.3 その他

使　途

情報通信国際
戦略推進業務
庁費

執
行

等
改

善

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

本年度は、外部有識者による点検対象外。

所見を踏まえ、複数社からの見積もり取得の徹底等、さらなる経費の効率化を実施。

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A. 株式会社コンベンションリンケージ

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

同上

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き効率的・効果的な予算執行が行われるよう努める。

情報通信分野の政策の企画・立案や国際競争力の強化にあたり、国際的な動向と整合性を図ること、また国際経済紛争の未然防止と政策協
調を図るため、更には我が国のプレゼンスの一層の向上を図るため、各種国際会議の場に積極的に出席するとともに、国際会議を主催するこ
とは重要である。
事業実施にあたっては、複数業者から見積りを取得するなど経費削減に努めるとともに、請負業者との緊密な連絡・連携体制の構築、進捗状
況や実施内容の確認により、効率的で適切な予算執行に努めている。

1

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

0125

0127

0123

0126

0127

0122

0126

総務省

１２８百万円

Ａ 民間企業 ・団体

９４ 百万円

・国際会議の開催

・招へい事業 等

Ｂ 事務費

３４百万円

・職員旅費、前渡金等

【一般競争契約（最低価格）】等



支出先上位１０者リスト

A.

B

職員の外国出張に伴う車
両及び通訳の請負につい
て（IGF）

- 100％

-

-

-

-

-

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

随意契約
（少額）

日ASEAN情報通信高級実
務者会合等（ミャンマー）へ
の出席に係る事務の請負

日中韓のICT分野における
協力のあり方に関する調査
研究の請負

国際電気通信連合（ITU）世
界テレコム２０１６日本パビ
リオン運営等に係るコー
ディネーション業務の請負
について

国際会議等に必要な物品
の購入（出張用PC）

国際会議等に必要な物品
の購入（出張用プリンター
等）

ロジ室、車両借上費
（TELMIN）

国際電気通信連合（ITU）電
気通信開発部門（ITU-D）
における次会期課題検討
に向けた事前調査の請負

ミャンマー政府関係者の招
聘に係る請負

1

-

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

14.8

8.6

6

2.1

1.6

0.8

0.3
随意契約
（少額）

- 100％

-1

100％

2 76.7％

随意契約
（少額）

1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

職員４ - 職員旅費 0.8 その他 - - -

8

9

職員８ - 職員旅費 0.7 その他 - - -

職員５ - 職員旅費 0.8 その他 - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員１ - 職員旅費 1 その他 - -

その他 - - -

職員３ - 職員旅費 0.9 その他 - - -

2

-

職員２ - 職員旅費 0.9

14

- 100％12 1

1

0.9

- 100％9010005016684

4120001126778

随意契約
（企画競争）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（総合評価）

13

1 94.8％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

-

7010001016954

7010001016954

1011001104911

APECTEL54（第54回電気
通信・情報作業部会）に係
る事務請負

「Ｇ７香川・高松情報通信大
臣会合及び関連会合」等開
催支援業務の請負

カンボジア政府に対する情
報セキュリティに関する研
修業務の請負

欧米等諸外国におけるネッ
トワーク中立性に係る政策
動向に関する調査研究の
請負

支援要員派遣、機材手配
（TELMIN）

-

4 97.5％

2

3

3 82.9％

法　人　番　号

8010001092202

8010001092202 38.1

- 100％

-

10

100％

1020001071491

4010001054032

1011001007998

1011001007998

1011001007998

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

4180001118976

9011101039249

6

1

8

7

-

5 - 100％

2 59.3％

4

9

4 100％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

-

11

職員７

職員６ - 職員旅費 0.8 その他 - - -

- 前渡金等 0.8 その他 - - -

職員９ - 職員旅費 0.7 その他 - - -

株式会社コンベン
ションリンケージ

株式会社コンベン
ションリンケージ

富士通株式会社

株式会社野村総合
研究所

株式会社プライムイ
ンターナショナル

株式会社プライムイ
ンターナショナル

株式会社プライムイ
ンターナショナル

ジャパンHRソリュー
ションズ株式会社

株式会社オーエム
シー

三信商事（株）

三信商事（株）

株式会社スペース
ゲート

一般財団法人
日本ITU協会

株式会社阪急阪神ビ
ジネストラベル



10 - 職員旅費 0.7 その他 - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

職員１０

チェック
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